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　　　令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予算

（総　　則）

第１条　令和５年度筑西市農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　接続戸数（調定件数）戸

　⑵　年間総排水量（年間総有収水量）千㎥

　⑶　一日平均排水量（一日平均有収水量）㎥

　⑷　主な建設改良事業

　　イ　中継ポンプ施設ポンプ等交換工事千円

　　ロ　処理施設ポンプ・ブロワ等交換工事千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　入

第１款　農業集落排水事業収益千円

第１項　営業収益千円

第２項　営業外収益千円

　支　出

第１款　農業集落排水事業費用千円

第１項　営業費用千円

第２項　営業外費用千円

第３項　予備費千円 １，０００

１，７６５

１０，９６７

1，００５，８０３

４５，６５０

議案第３３号

５，１０７

４，８２２

２５８，７８２

７４７，０２１

1，００５，８０３

９５５，７６３

４９，０４０



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予算

（総　　則）

第１条　令和５年度筑西市農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　接続戸数（調定件数） 戸

　⑵　年間総排水量（年間総有収水量） 千㎥

　⑶　一日平均排水量（一日平均有収水量） ㎥

　⑷　主な建設改良事業

　　イ　中継ポンプ施設ポンプ等交換工事 千円

　　ロ　処理施設ポンプ・ブロワ等交換工事 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　入

第１款　農業集落排水事業収益 千円

第１項　営業収益 千円

第２項　営業外収益 千円

　支　出

第１款　農業集落排水事業費用 千円

第１項　営業費用 千円

第２項　営業外費用 千円

第３項　予備費 千円１，０００

１，７６５

１０，９６７

1，００５，８０３

４５，６５０

議案第３３号

５，１０７

４，８２２

２５８，７８２

７４７，０２１

1，００５，８０３

９５５，７６３

４９，０４０
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（資本的収入及び支出）

　収　入

第１款　資本的収入 千円

第１項　分担金及び負担金 千円

第２項　県支出金 千円

第３項　他会計補助金 千円

第４項　他会計出資金 千円

第５項　繰入金 千円

　支　出

第１款　資本的支出 千円

第１項　建設改良費 千円

第２項　企業債償還金 千円

第３項　積立金 千円

第４項　予備費 千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１項　営業費用

第２項　営業外費用

１７２，４６１

３，８４０

１，０００

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

５３，８０７

１３，１５５

３２９，０３３

６５，４３０

２５０，０２２

１２，５５１

８９，１０８

  １５６，５７２千円は、過年度分損益勘定留保資金１２６，８６２千円及び減債積立金２９，７１０千円で補

　てんするものとする。）。

１２，５８１

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

職員給与費千円

（他会計からの補助金）

６７，４８８

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費

　　　　　　　　　筑西市長　須　藤　　　茂

第８条　農業集落排水事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、４５８，０７６千円で

　ある。

　をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　令和５年２月２２日提出
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（資本的収入及び支出）

　収　入

第１款　資本的収入千円

第１項　分担金及び負担金千円

第２項　県支出金千円

第３項　他会計補助金千円

第４項　他会計出資金千円

第５項　繰入金千円

　支　出

第１款　資本的支出千円

第１項　建設改良費千円

第２項　企業債償還金千円

第３項　積立金千円

第４項　予備費千円

（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１項　営業費用

第２項　営業外費用

１７２，４６１

３，８４０

１，０００

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

５３，８０７

１３，１５５

３２９，０３３

６５，４３０

２５０，０２２

１２，５５１

８９，１０８

  １５６，５７２千円は、過年度分損益勘定留保資金１２６，８６２千円及び減債積立金２９，７１０千円で補

　てんするものとする。）。

１２，５８１

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

職員給与費 千円

（他会計からの補助金）

６７，４８８

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費

　　　　　　　　　筑西市長　須　藤　　　茂

第８条　農業集落排水事業に充てるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、４５８，０７６千円で

　ある。

　をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　　　令和５年２月２２日提出
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収　　　　入　　　　　               　　　　　 (単位：千円）

予 定 額 備 考

1 農業集落排水事業収益 1,005,803

1 営業収益 258,782

1 農業集落排水使用料 258,781

2 その他営業収益 1

2 営業外収益 747,021

1 他会計補助金 368,968

2 県補助金 36,980

3 受取利息及び配当金 31

4 長期前受金戻入 341,040

5 消費税還付金及び地方消費税還付金 1

6 雑収益 1

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予算実施計画（税込み）

収益的収入及び支出

款 項 目

支　　　　出(単位：千円）

予定額備考

1農業集落排水事業費用1,005,803

1営業費用955,763

1管渠費39,811

2処理場費367,271

3総係費80,779

4減価償却費455,902

5資産減耗費12,000

2営業外費用49,040

1支払利息及び企業債取扱諸費38,990

2消費税及び地方消費税10,000

3雑支出50

3予備費1,000

1予備費1,000

款項目
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収　　　　入　　　　　               　　　　　(単位：千円）

予定額備考

1農業集落排水事業収益1,005,803

1営業収益258,782

1農業集落排水使用料258,781

2その他営業収益1

2営業外収益747,021

1他会計補助金368,968

2県補助金36,980

3受取利息及び配当金31

4長期前受金戻入341,040

5消費税還付金及び地方消費税還付金1

6雑収益1

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予算実施計画（税込み）

収益的収入及び支出

款項目

支　　　　出 (単位：千円）

予 定 額 備 考

1 農業集落排水事業費用 1,005,803

1 営業費用 955,763

1 管渠費 39,811

2 処理場費 367,271

3 総係費 80,779

4 減価償却費 455,902

5 資産減耗費 12,000

2 営業外費用 49,040

1 支払利息及び企業債取扱諸費 38,990

2 消費税及び地方消費税 10,000

3 雑支出 50

3 予備費 1,000

1 予備費 1,000

款 項 目

－ 401 －



収　　　　入 (単位：千円）

予 定 額 備 考

1 資本的収入 172,461

1 分担金及び負担金 3,840

1 分担金 3,840

2 県支出金 12,551

1 県補助金 12,551

3 他会計補助金 89,108

1 他会計補助金 89,108

4 他会計出資金 53,807

1 他会計出資金 53,807

5 繰入金 13,155

1 基金繰入金 13,155

資本的収入及び支出

款 項 目

支　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円）

予定額備考

1資本的支出329,033

1建設改良費65,430

1職員給与費8,813

2管路施設建設改良費10,967

3処理場施設建設改良費45,650

2企業債償還金250,022

1企業債償還金250,022

3積立金12,581

1積立金12,581

4予備費1,000

1予備費1,000

款項目

－ 402 －



収　　　　入(単位：千円）

予定額備考

1資本的収入172,461

1分担金及び負担金3,840

1分担金3,840

2県支出金12,551

1県補助金12,551

3他会計補助金89,108

1他会計補助金89,108

4他会計出資金53,807

1他会計出資金53,807

5繰入金13,155

1基金繰入金13,155

資本的収入及び支出

款項目

支　　　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位：千円）

予 定 額 備 考

1 資本的支出 329,033

1 建設改良費 65,430

1 職員給与費 8,813

2 管路施設建設改良費 10,967

3 処理場施設建設改良費 45,650

2 企業債償還金 250,022

1 企業債償還金 250,022

3 積立金 12,581

1 積立金 12,581

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

款 項 目
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 9,641 　有形固定資産の取得による支出 △ 60,276

　減価償却費 455,902 　有形固定資産の売却による収入 0

　固定資産除却費 12,000 　投資その他の資産の積立による支出 △ 12,581

　引当金の増減額（△は減少） △ 250 　国庫補助金等による収入 101,397

　長期前受金戻入額 △ 341,040 　繰入金等による収入 13,155

　受取利息及び受取配当金 △ 31 　投資活動によるキャッシュ・フロー 41,695

　支払利息 38,990

　有形固定資産売却損益（△は益） 0 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　未収金の増減額（△は増加） 2,259 　建設改良企業債による収入 0

　たな卸資産の増減額（△は増加） 0 　建設改良企業債の償還による支出 △ 250,022

　未払金の増減額（△は減少） △ 15,097 　他会計からの出資による収入 53,807

　前受金の増減額 0 　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 196,215

　預り金の増減額 0

　　　小計 162,374 4 資金増加（減少）額 △ 31,105

　受取利息及び受取配当金 31 5 資金期首残高 353,414

　支払利息 △ 38,990 6 資金期末残高 322,309

　業務活動によるキャッシュ・フロー 123,415

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

１　総括

（単位：千円）

特別職報　　酬給　　料手　　当計

28,88220,81649,6988,97758,675

4,0713,4597,5301,2838,813

32,95324,27557,22810,26067,488

28,86022,08250,9429,87460,816

3,6833,1426,8251,2598,084

32,54325,22457,76711,13368,900

22△ 1,266△ 1,244△ 897△ 2,141

38831770524729

410△ 949△ 539△ 873△ 1,412

備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

給与費明細書（農業集落排水事業）

区分
職員数（人）給　与　費法定

福利費
合　　計

一般職

本
年
度

損益勘定
支弁職員

(  )

7

資本勘定
支弁職員

(  )

1

合計
(  )

8

0

資本勘定
支弁職員

(  )

0

前
年
度

損益勘定
支弁職員

(  )

7

資本勘定
支弁職員

(  )

1

合計
(  )

8

合計
(  )

0

比
　
較

損益勘定
支弁職員

(  )
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（単位：千円）

1業務活動によるキャッシュ・フロー2投資活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益9,641　有形固定資産の取得による支出△ 60,276

　減価償却費455,902　有形固定資産の売却による収入0

　固定資産除却費12,000　投資その他の資産の積立による支出△ 12,581

　引当金の増減額（△は減少）△ 250　国庫補助金等による収入101,397

　長期前受金戻入額△ 341,040　繰入金等による収入13,155

　受取利息及び受取配当金△ 31　投資活動によるキャッシュ・フロー41,695

　支払利息38,990

　有形固定資産売却損益（△は益）03財務活動によるキャッシュ・フロー

　未収金の増減額（△は増加）2,259　建設改良企業債による収入0

　たな卸資産の増減額（△は増加）0　建設改良企業債の償還による支出△ 250,022

　未払金の増減額（△は減少）△ 15,097　他会計からの出資による収入53,807

　前受金の増減額0　財務活動によるキャッシュ・フロー△ 196,215

　預り金の増減額0

　　　小計162,3744資金増加（減少）額△ 31,105

　受取利息及び受取配当金315資金期首残高353,414

　支払利息△ 38,9906資金期末残高322,309

　業務活動によるキャッシュ・フロー123,415

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

１　総括

（単位：千円）

特別職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

28,882 20,816 49,698 8,977 58,675

4,071 3,459 7,530 1,283 8,813

32,953 24,275 57,228 10,260 67,488

28,860 22,082 50,942 9,874 60,816

3,683 3,142 6,825 1,259 8,084

32,543 25,224 57,767 11,133 68,900

22 △ 1,266 △ 1,244 △ 897 △ 2,141

388 317 705 24 729

410 △ 949 △ 539 △ 873 △ 1,412

備考　（　　）内は、短時間勤務職員外書き

給与費明細書（農業集落排水事業）

区 分
職員数（人） 給　与　費 法 定

福 利 費
合　　計

一般職

本
年
度

損益勘定
支弁職員

(  )

7

資本勘定
支弁職員

(  )

1

合 計
(  )

8

0

資本勘定
支弁職員

(  )

0

前
年
度

損益勘定
支弁職員

(  )

7

資本勘定
支弁職員

(  )

1

合 計
(  )

8

合 計
(  )

0

比
　
較

損益勘定
支弁職員

(  )
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（単位：千円）

区 分 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手　　   当

時間外勤務
手　　　当

休 日 勤 務
手　　   当

宿　日　直
手　　　当

本 年 度 300 489 2,000 70

前 年 度 624 627 2,000

比 較 △ 324 △ 138 0 70

区 分
管 理 職 員 特
別 勤 務 手 当

期 末・勤 勉
手　　　　当

地 域 手 当 児 童 手 当 退 職 手 当 合 計

本 年 度 14,167 1,035 240 4,450 24,275

前 年 度 13,979 1,038 540 4,394 25,224

比 較 188 △ 3 △ 300 56 △ 949

　　が含まれる。

管 理 職 手 当

(注)本年度の期末・勤勉手当には、翌年度６月期末・勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額４，５００千円

1,284

1,284

0

手

当

の

内

訳

扶 養 手 当

240

738

△ 498

２　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

給料4101

2

3

手当△ 9491

2

３　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

※平均給与月額＝給料月額＋職員手当（期末・勤勉手当、児童手当、退職手当を除く。）

イ　初任給の状況（単位：円） 

大学卒

154,600

185,200

151,900 151,900

185,200

154,600 高校卒

区分

職員の異動等に伴うもの

制度改正に伴うもの

職員の異動等に伴うもの

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

560

△ 195

331

△ 1,280

45

区分一般行政職

国の制度
一般行政職技能労務職

技能労務職 一般行政職 区分

令和４年１月１日現在

　平均給料月額（円）

　平 均 年 齢 （歳）

令和５年１月１日現在

　平均給料月額（円）357,700234,700

　平均給与月額（円）410,268243,741

　平 均 年 齢 （歳）46.1134.00

44.04

備　　　　考

給与改定に伴うもの

説　　　　明

昇任昇格等に伴うもの

338,000

　平均給与月額（円）385,337

技能労務職

増減事由別内訳

（千円）

－ 406 －



（単位：千円）

区分住居手当通勤手当
特 殊 勤 務
手　　   当

時間外勤務
手　　　当

休 日 勤 務
手　　   当

宿　日　直
手　　　当

本年度3004892,00070

前年度6246272,000

比較△ 324△ 138070

区分
管理職員特
別勤務手当

期 末・勤 勉
手　　　　当

地域手当児童手当退職手当合計

本年度14,1671,0352404,45024,275

前年度13,9791,0385404,39425,224

比較188△ 3△ 30056△ 949

　　が含まれる。

管理職手当

(注)本年度の期末・勤勉手当には、翌年度６月期末・勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額４，５００千円

1,284

1,284

0

手

当

の

内

訳

扶養手当

240

738

△ 498

２　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

給料 410 1

2

3

手当 △ 949 1

2

３　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

※平均給与月額＝給料月額＋職員手当（期末・勤勉手当、児童手当、退職手当を除く。）

イ　初任給の状況 （単位：円） 

大 学 卒

154,600

185,200

151,900151,900

185,200

154,600高 校 卒

区 分

職員の異動等に伴うもの

制度改正に伴うもの

職員の異動等に伴うもの

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

560

△ 195

331

△ 1,280

45

区 分 一 般 行 政 職

国 の 制 度
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

技 能 労 務 職一 般 行 政 職区 分

令和４年１月１日現在

　平均給料月額（円）

　平 均 年 齢 （歳）

令和５年１月１日現在

　平均給料月額（円） 357,700 234,700

　平均給与月額（円） 410,268 243,741

　平 均 年 齢 （歳） 46.11 34.00

44.04

備　　　　考

給与改定に伴うもの

説　　　　明

昇任昇格等に伴うもの

338,000

　平均給与月額（円） 385,337

技 能 労 務 職

増減事由別内訳

（千円）

－ 407 －



ウ　級別職員数

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )
100.0

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )
100.0

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１級
  

２級
  

行 政 職 １級
  

就業規則

２級

３級
  

３級
1 14.3 1

４級
  

４級
3 42.8

５級
  

５級
1 14.3

６級
  
1 14.3

７級
  
1 14.3

計 計

８級
  

7 100.0 1

令和４年１月１日
現            在

行 政 職 １級 就業規則

令和５年１月１日
現           在

１級

２級 ２級

３級 ３級
3 37.5

４級 ４級
2 25.0

５級 ５級
1 12.5

1 12.5

７級
1

６級

12.5

8 100.0
計 計

８級

一般行政職の場合

行政職給料表

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

８級

（級別の基準となる職務内容）

主な職名

主事・主事補

主事

主幹・主任

係長

課長補佐

課長・副参事

次長・参事

部長・理事
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ウ　級別職員数

()()()()

()()()()

()()()()
100.0

()()()()

()()()()

()()

()()

()()

()()()()
100.0

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()()()

()()

()()

()()

()()()()

区分
一般行政職技能労務職

級職員数（人）構成比（％）級職員数（人）構成比（％）

１級
  

２級
  

行政職１級
  

就業規則

２級

３級
  

３級
114.31

４級
  

４級
342.8

５級
  

５級
114.3

６級
  
114.3

７級
  
114.3

計計

８級
  

7100.01

令和４年１月１日
現            在

行政職１級就業規則

令和５年１月１日
現           在

１級

２級２級

３級３級
337.5

４級４級
2 25.0

５級５級
112.5

112.5

７級
1

６級

12.5

8100.0
計計

８級

一般行政職の場合

行 政 職 給 料 表

１級

２級

３級

４級

５級

６級

７級

８級

（級別の基準となる職務内容）

主 な 職 名

主事・主事補

主事

主幹・主任

係長

課長補佐

課長・副参事

次長・参事

部長・理事

－ 409 －



合 計 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

8 7 1

7 6 1

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人） 1 1

４号給 （人） 6 5 1

87.5 85.7 100.0

8 8

7 7

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人） 1 1

４号給 （人） 6 6

87.5 87.5

オ　特殊勤務手当

全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

区 分

エ　昇給

前

年

度

職 員 数 (A) （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

比 率 (B) ／ (A) （ ％ ）

本

年

度

職 員 数 (A) （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) （ 人 ）

号 給 数 別 内 訳

比 率 (B) ／ (A) （ ％ ）

区 分

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ ) （ 令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

カ　期末手当・勤勉手当

(1.150)(1.150)()

2.2002.200

(1.125)(1.175)()

2.1502.250

(1.150)(1.150)()

2.2002.200

キ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

その他の加算措置備考

定年前早期退職特例措置
(２％～２０％加算)

定年前早期退職特例措置
(３％～４５％加算)

ク　地域手当

区分
支給期別支給率

備考
６月(月分)１２月(月分)

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支　給　率　計

前年度有
2.30

4.40

本年度有
2.30

4.40

区分
２０年勤続

の者
(月分)

２５年勤続
の者

(月分)

３５年勤続
の者

(月分)

最高限度

(月分)

国の制度有
2.30

4.40

国の制度
(支給率等)

24.58687533.2707547.70947.709

支給率等24.58687533.2707547.70947.709

（令和５年１月１日現在）

支給対象地域筑西市

支給率（％）3.0

支給対象職員（人）8

国の指定基準に
基づく支給率

（％）3.0
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合計一般行政職技能労務職

871

761

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）11

４号給 （人）651

87.585.7100.0

88

77

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）11

４号給 （人）66

87.587.5

オ　特殊勤務手当

全職種一般行政職技能労務職

区分

エ　昇給

前

年

度

職員数(A)（人）

昇給に係る職員数(B)（人）

号給数別内訳

比率(B)／(A)（％）

本

年

度

職員数(A)（人）

昇給に係る職員数(B)（人）

号給数別内訳

比率(B)／(A)（％）

区分

給料総額に対する比率(％)

支給対象職員の比率(％)（令和５年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

カ　期末手当・勤勉手当

( 1.150 ) ( 1.150 ) ( )

2.200 2.200

( 1.125 ) ( 1.175 ) ( )

2.150 2.250

( 1.150 ) ( 1.150 ) ( )

2.200 2.200

キ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

そ の 他 の 加 算 措 置 備 考

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置
( ２％ ～ ２０％ 加 算 )

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置
( ３％ ～ ４５％ 加 算 )

ク　地域手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

備 考
６ 月 ( 月 分 ) １２月(月分)

職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

支　給　率　計

前 年 度 有
2.30

4.40

本 年 度 有
2.30

4.40

区 分
２０年勤続

の 者
( 月 分 )

２５年勤続
の 者

( 月 分 )

３５年勤続
の 者

( 月 分 )

最 高 限 度

( 月 分 )

国 の 制 度 有
2.30

4.40

国 の 制 度
( 支 給 率 等 )

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

（令和５年１月１日現在）

支 給 対 象 地 域 筑 西 市

支 給 率 （％） 3.0

支 給 対 象 職 員 （人） 8

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

（％） 3.0

－ 411 －



ケ　その他の手当

備考 １　「ウ　級別職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員外書き

２　「カ　期末手当・勤勉手当」の（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

国の制度との異同

同

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区 分

(単位：千円）

左の財源内訳

期　間金　額期　間金　額
損益勘定
留保資金

農業集落排水処理施設維持管理委託令和４年度
令和５年度から
令和６年度まで

上下水道料金・企業会計システム業
務委託

令和５年度から
令和９年度まで

396,024に消費税額及び地
方消費税額を加算した額の
範囲内

263,990263,990

7,067に消費税額及び地方
消費税額を加算した額の範
囲内

4,5414,541

131,995

債務負担行為に関する調書

事　　項限　度　額

前年度末までの支払義務
発生(見込）額

当該年度以降の支払義務
発生予定額

－ 412 －



ケ　その他の手当

備考１　「ウ　級別職員数」の（　　）内は、短時間勤務職員外書き

２　「カ　期末手当・勤勉手当」の（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率

国の制度との異同

同

同

同

扶養手当

住居手当

通勤手当

区分

(単位：千円）

左 の 財 源 内 訳

期　間 金　額 期　間 金　額
損 益 勘 定
留 保 資 金

農業集落排水処理施設維持管理委託 令和４年度
令和５年度から
令和６年度まで

上下水道料金・企業会計システム業
務委託

令和５年度から
令和９年度まで

396,024に消費税額及び地
方消費税額を加算した額の
範囲内

263,990 263,990

7,067に消費税額及び地方
消費税額を加算した額の範
囲内

4,541 4,541

131,995

債務負担行為に関する調書

事　　項 限　度　額

前年度末までの支払義務
発 生 ( 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払 義 務
発 生 予 定 額
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(単位：円）

238,870,000

　⑵　その他営業収益 1,000 238,871,000

　⑴　管渠費 34,231,000

　⑵　処理場費 263,197,000

　⑶　総係費 82,574,000

473,151,000

7,000,000 860,153,000

△ 621,282,000

322,580,000

6,300,000

62,000

355,481,000

1,000 684,424,000

44,352,000

5,123,790 49,475,790 634,948,210

13,666,210

13,666,210

29,701,369

43,367,579　　当年度未処分利益剰余金

　⑵　雑支出

　　経常利益

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　⑸　雑収益

４　営業外費用

　　⑴　支払利息及び企業債取扱諸費

　⑷　減価償却費

　⑴　他会計補助金

　⑵　県補助金

　⑶　受取利息及び配当金

　⑷　長期前受金戻入

　⑸　資産減耗費

　　営業利益

３　営業外収益

２　営業費用

令和４年度筑西市農業集落排水事業会計予定損益計算書（税抜き）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

１　営業収益

　⑴　農業集落排水使用料

(単位：円）

476,400,356
653,368,351
65,064,777588,303,574

11,972,215,757
　　　　　減価償却累計額1,120,790,39410,851,425,363

873,618,230
248,452,895625,165,335

615,000
12,541,909,628

265,771,704
265,771,704

12,807,681,332

353,414,064
10,148,964

△3,000,849
360,562,179

13,168,243,511

　⑵　未収金
　⑶　貸倒引当金
　　　流動資産合計

　　　資産合計

　　　　　減価償却累計額

　　　投資その他の資産合計
　　　固定資産合計

２　流動資産
　⑴　現金・預金

　　イ　減債基金

令和４年度筑西市農業集落排水事業会計予定貸借対照表（税抜き）

（令和５年３月３１日）

資   産   の   部

　⑵　投資その他の資産

　　ハ　構築物

　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　ホ　建設仮勘定
　　　有形固定資産合計

１　固定資産
　⑴　有形固定資産 
　　イ　土地
　　ロ　建物
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(単位：円）

238,870,000

　⑵　その他営業収益1,000238,871,000

　⑴　管渠費34,231,000

　⑵　処理場費263,197,000

　⑶　総係費82,574,000

473,151,000

7,000,000860,153,000

△ 621,282,000

322,580,000

6,300,000

62,000

355,481,000

1,000684,424,000

44,352,000

5,123,79049,475,790634,948,210

13,666,210

13,666,210

29,701,369

43,367,579 　　当年度未処分利益剰余金

　⑵　雑支出

　　経常利益

　　当年度純利益

　　前年度繰越利益剰余金

　⑸　雑収益

４　営業外費用

　　⑴　支払利息及び企業債取扱諸費

　⑷　減価償却費

　⑴　他会計補助金

　⑵　県補助金

　⑶　受取利息及び配当金

　⑷　長期前受金戻入

　⑸　資産減耗費

　　営業利益

３　営業外収益

２　営業費用

令和４年度筑西市農業集落排水事業会計予定損益計算書（税抜き）

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

１　営業収益

　⑴　農業集落排水使用料

(単位：円）

476,400,356
653,368,351
65,064,777 588,303,574

11,972,215,757
　　　　　減価償却累計額 1,120,790,394 10,851,425,363

873,618,230
248,452,895 625,165,335

615,000
12,541,909,628

265,771,704
265,771,704

12,807,681,332

353,414,064
10,148,964
△3,000,849

360,562,179

13,168,243,511

　⑵　未収金
　⑶　貸倒引当金
　　　流動資産合計

　　　資産合計

　　　　　減価償却累計額

　　　投資その他の資産合計
　　　固定資産合計

２　流動資産
　⑴　現金・預金

　　イ　減債基金

令和４年度筑西市農業集落排水事業会計予定貸借対照表（税抜き）

（令和５年３月３１日）

資   産   の   部

　⑵　投資その他の資産

　　ハ　構築物

　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　ホ　建設仮勘定
　　　有形固定資産合計

１　固定資産
　⑴　有形固定資産 
　　イ　土地
　　ロ　建物

－ 415 －



(単位：円）

2,326,086,830
2,326,086,830

2,326,086,830

250,021,154
250,021,154
43,888,419

4,365,000
1,185,000

5,550,000
0

299,459,573

1,399,423,332
7,729,689,017
1,442,491,870

0
10,571,604,219

△ 817,529,051
△ 125,376,139

0

9,499,233,421

12,124,779,824

　　　企業債合計

　　ニ　その他長期前受金

　⑷　その他流動負債
　　　流動負債合計

５　繰延収益
　⑴　長期前受金

　　イ　賞与引当金
　　ロ　法定福利費引当金
　　　引当金合計

　⑵　未払金
　⑶　引当金

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

３　固定負債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　企業債合計
　　　固定負債合計

４　流動負債
　⑴　企業債

△ 129,465,608

△ 1,072,370,798

　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金
　　ハ　他会計補助金
　　ニ　その他長期前受金
　　　長期前受金合計

　　　長期前受金収益化累計額合計
　　　繰延収益合計

　　　負債合計

　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金
　　ハ　他会計補助金

　⑵　長期前受金収益化累計額

　⑴　企業債

負   債   の   部

(単位：円）

595,710,240
595,710,240

374,675,868
374,675,868

29,710,000
43,367,579

73,077,579
447,753,447

1,043,463,687

13,168,243,511 　　　負債資本合計

　　ロ　当年度未処分利益剰余金
　　　利益剰余金合計
　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　イ　その他資本剰余金
　　　資本剰余金合計
　⑵　利益剰余金
　　イ　減債積立金

６　資本金
　⑴　資本金
　　　資本金合計

７　剰余金
　⑴　資本剰余金

資   本   の   部

－ 416 －



(単位：円）

2,326,086,830
2,326,086,830

2,326,086,830

250,021,154
250,021,154
43,888,419

4,365,000
1,185,000

5,550,000
0

299,459,573

1,399,423,332
7,729,689,017
1,442,491,870

0
10,571,604,219

△ 817,529,051
△ 125,376,139

0

9,499,233,421

12,124,779,824

　　　企業債合計

　　ニ　その他長期前受金

　⑷　その他流動負債
　　　流動負債合計

５　繰延収益
　⑴　長期前受金

　　イ　賞与引当金
　　ロ　法定福利費引当金
　　　引当金合計

　⑵　未払金
　⑶　引当金

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

３　固定負債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　企業債合計
　　　固定負債合計

４　流動負債
　⑴　企業債

△ 129,465,608

△ 1,072,370,798

　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金
　　ハ　他会計補助金
　　ニ　その他長期前受金
　　　長期前受金合計

　　　長期前受金収益化累計額合計
　　　繰延収益合計

　　　負債合計

　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金
　　ハ　他会計補助金

　⑵　長期前受金収益化累計額

　⑴　企業債

負   債   の   部

(単位：円）

595,710,240
595,710,240

374,675,868
374,675,868

29,710,000
43,367,579

73,077,579
447,753,447

1,043,463,687

13,168,243,511　　　負債資本合計

　　ロ　当年度未処分利益剰余金
　　　利益剰余金合計
　　　剰余金合計

　　　資本合計

　　イ　その他資本剰余金
　　　資本剰余金合計
　⑵　利益剰余金
　　イ　減債積立金

６　資本金
　⑴　資本金
　　　資本金合計

７　剰余金
　⑴　資本剰余金

資   本   の   部

－ 417 －



　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　２　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　令和４年度において、賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金４，３６５，０００円及び法定福利費引当金

　　１，１８５，０００円を取り崩している。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却方法等

令和４年度注記事項

　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　減価償却の方法は、定額法によっている。

　２　引当金の計上方法

　　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　⑶　貸倒引当金

　　⑴　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担とすることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　一般会計が負担すると見込まれる額は、１，１４６，６４３，０００円である。

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

　　該当なし

　　　令和４年度の債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金１，０００，０００円を取り崩している。

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産に関する注記　

　３　貸倒引当金の取崩し

Ⅳ　その他の注記

　　該当なし

－ 418 －



　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　２　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　令和４年度において、賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金４，３６５，０００円及び法定福利費引当金

　　１，１８５，０００円を取り崩している。

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却方法等

令和４年度注記事項

　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　減価償却の方法は、定額法によっている。

　２　引当金の計上方法

　　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　⑶　貸倒引当金

　　⑴　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担とすることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　一般会計が負担すると見込まれる額は、１，１４６，６４３，０００円である。

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

　　該当なし

　　　令和４年度の債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金１，０００，０００円を取り崩している。

Ⅲ　リース契約により使用する固定資産に関する注記　

　３　貸倒引当金の取崩し

Ⅳ　その他の注記

　　該当なし

－ 419 －



(単位：円）

476,400,356
701,980,351
87,129,777 614,850,574

11,983,894,757
1,467,790,394 10,516,104,363
861,618,230
335,289,895 526,328,335

600,000
12,134,283,628

265,197,704
265,197,704

12,399,481,332

322,309,366
7,890,243

△3,000,849
327,198,760

12,726,680,092

　⑶　貸倒引当金
　　　流動資産合計

　　　資産合計

２　流動資産
　⑴　現金・預金
　⑵　未収金

　　イ　減債基金
　　　投資その他の資産合計
　　　固定資産合計

　　　有形固定資産合計
　⑵　投資その他の資産

　　　　　減価償却累計額
　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予定貸借対照表（税抜き）

（令和６年３月３１日）

資   産   の   部

　　ロ　建物
　　　　　減価償却累計額
　　ハ　構築物

１　固定資産
　⑴　有形固定資産
　　イ　土地

　　ホ　建設仮勘定

(単位：円）

2,077,498,576
2,077,498,576

2,077,498,576

248,587,408
248,587,408
28,791,888

4,500,000
800,000

5,300,000
　⑷　その他流動負債0

282,679,296

1,402,914,241
7,741,289,977
1,528,797,422

0
10,673,001,640

△ 1,073,534,051
△ 167,556,139

0
△ 1,413,410,798

9,259,590,842

11,619,768,714

　　　長期前受金合計

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

　　ハ　他会計補助金
　　ニ　その他長期前受金
　　　長期前受金収益化累計額合計

　　ニ　その他長期前受金

　⑵　長期前受金収益化累計額

　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金
　　ハ　他会計補助金

　　　引当金合計

　　　流動負債合計

５　繰延収益
　⑴　長期前受金

　⑶　引当金
　　イ　賞与引当金
　　ロ　法定福利費引当金

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　企業債合計
　⑵　未払金

　　　企業債合計
　　　固定負債合計

４　流動負債
　⑴　企業債

３　固定負債
　⑴　企業債
　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

△ 172,320,608 　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金

負   債   の   部

－ 420 －



(単位：円）

476,400,356
701,980,351
87,129,777614,850,574

11,983,894,757
1,467,790,39410,516,104,363
861,618,230
335,289,895526,328,335

600,000
12,134,283,628

265,197,704
265,197,704

12,399,481,332

322,309,366
7,890,243

△3,000,849
327,198,760

12,726,680,092

　⑶　貸倒引当金
　　　流動資産合計

　　　資産合計

２　流動資産
　⑴　現金・預金
　⑵　未収金

　　イ　減債基金
　　　投資その他の資産合計
　　　固定資産合計

　　　有形固定資産合計
　⑵　投資その他の資産

　　　　　減価償却累計額
　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予定貸借対照表（税抜き）

（令和６年３月３１日）

資   産   の   部

　　ロ　建物
　　　　　減価償却累計額
　　ハ　構築物

１　固定資産
　⑴　有形固定資産
　　イ　土地

　　ホ　建設仮勘定

(単位：円）

2,077,498,576
2,077,498,576

2,077,498,576

248,587,408
248,587,408
28,791,888

4,500,000
800,000

5,300,000
　⑷　その他流動負債 0

282,679,296

1,402,914,241
7,741,289,977
1,528,797,422

0
10,673,001,640

△ 1,073,534,051
△ 167,556,139

0
△ 1,413,410,798

9,259,590,842

11,619,768,714

　　　長期前受金合計

　　　繰延収益合計

　　　負債合計

　　ハ　他会計補助金
　　ニ　その他長期前受金
　　　長期前受金収益化累計額合計

　　ニ　その他長期前受金

　⑵　長期前受金収益化累計額

　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金
　　ハ　他会計補助金

　　　引当金合計

　　　流動負債合計

５　繰延収益
　⑴　長期前受金

　⑶　引当金
　　イ　賞与引当金
　　ロ　法定福利費引当金

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　企業債合計
　⑵　未払金

　　　企業債合計
　　　固定負債合計

４　流動負債
　⑴　企業債

３　固定負債
　⑴　企業債
　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債

△ 172,320,608　　イ　分担金及び負担金
　　ロ　国・県補助金

負   債   の   部

－ 421 －



(単位：円）

679,227,240
679,227,240

374,675,868
374,675,868

0
53,008,270

53,008,270
427,684,138

1,106,911,378

12,726,680,092

　　　資本合計

　　　負債資本合計

　　　資本金合計

７　剰余金
　⑴　資本剰余金
　　イ　その他資本剰余金

６　資本金
　⑴　資本金

　　　資本剰余金合計
　⑵　利益剰余金
　　イ　減債積立金
　　ロ　当年度未処分利益剰余金
　　　利益剰余金合計
　　　剰余金合計

資   本   の   部

　　該当なし

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　　　期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　⑶　貸倒引当金

　　⑴　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担とすることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　減価償却の方法は、定額法によっている。

　２　引当金の計上方法

令和５年度注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却方法等

　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

－ 422 －



(単位：円）

679,227,240
679,227,240

374,675,868
374,675,868

0
53,008,270

53,008,270
427,684,138

1,106,911,378

12,726,680,092

　　　資本合計

　　　負債資本合計

　　　資本金合計

７　剰余金
　⑴　資本剰余金
　　イ　その他資本剰余金

６　資本金
　⑴　資本金

　　　資本剰余金合計
　⑵　利益剰余金
　　イ　減債積立金
　　ロ　当年度未処分利益剰余金
　　　利益剰余金合計
　　　剰余金合計

資   本   の   部

　　該当なし

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　　　期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

　　　属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　⑶　貸倒引当金

　　⑴　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担とすることとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

　　⑵　賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　減価償却の方法は、定額法によっている。

　２　引当金の計上方法

令和５年度注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却方法等

　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）
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　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額

Ⅴ　その他の注記

　　該当なし

　１　リース取引の処理方法

　３　貸倒引当金の取崩し

　　　令和５年度の債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金３，０００，０００円を取り崩している。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産に関する注記　

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　　　　　１年内　　　　６５１，６００円

　　　　　　　１年超　　１，９５４，８００円

　　　　　　　　計　　　２，６０６，４００円

　　一般会計が負担すると見込まれる額は、７４７，０２７，０００円である。

　２　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　令和５年度において、賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金４，３６５，０００円及び法定福利費引当金

　　１，１８５，０００円を取り崩している。

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

区分金額

11,005,803905,607100,196

1営業収益258,782262,758△ 3,976

1農業集落排水使用料258,781262,757△ 3,976

農業集落排水使用料258,781農業集落排水処理施設使用料

2その他営業収益110

雑収益1

2営業外収益747,021642,849104,172

1他会計補助金368,968281,00487,964

一般会計補助金368,968

2県補助金36,9806,30030,680

県補助金36,98012,000

1,980

23,000

3受取利息及び配当金3162△ 31

預金利息1

減債基金利息30

4長期前受金戻入341,040355,481△ 14,441
受益者分担金長期前受金戻入42,855

県補助金長期前受金戻入256,005
他会計補助金長期前受金戻入42,180

110
消費税還付金及び地方消費税還付金1

6雑収益110

雑収益1

収益的収入及び支出

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予算実施計画明細書（税込み）

5

農業集落排水事業収益

消費税還付金及び
地方消費税還付金

（単位：千円）

節
説明

本年度
予定額

款・項目

収  　　 入

前年度
予定額

比較

機能診断事業補助金

農業集落排水機能強化事業補助金

湖沼水質浄化農業集落排水接続支援事業費補助金
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　２　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当年度末未経過リース料相当額

Ⅴ　その他の注記

　　該当なし

　１　リース取引の処理方法

　３　貸倒引当金の取崩し

　　　令和５年度の債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金３，０００，０００円を取り崩している。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産に関する注記　

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　　　　　１年内　　　　６５１，６００円

　　　　　　　１年超　　１，９５４，８００円

　　　　　　　　計　　　２，６０６，４００円

　　一般会計が負担すると見込まれる額は、７４７，０２７，０００円である。

　２　賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

　　　令和５年度において、賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金４，３６５，０００円及び法定福利費引当金

　　１，１８５，０００円を取り崩している。

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

区 分 金 額

1 1,005,803 905,607 100,196

1 営業収益 258,782 262,758 △ 3,976

1 農業集落排水使用料 258,781 262,757 △ 3,976

農業集落排水使用料 258,781 農業集落排水処理施設使用料

2 その他営業収益 1 1 0

雑収益 1

2 営業外収益 747,021 642,849 104,172

1 他会計補助金 368,968 281,004 87,964

一般会計補助金 368,968

2 県補助金 36,980 6,300 30,680

県補助金 36,980 12,000

1,980

23,000

3 受取利息及び配当金 31 62 △ 31

預金利息 1

減債基金利息 30

4 長期前受金戻入 341,040 355,481 △ 14,441
受益者分担金長期前受金戻入 42,855

県補助金長期前受金戻入 256,005
他会計補助金長期前受金戻入 42,180

1 1 0
消費税還付金及び地方消費税還付金 1

6 雑収益 1 1 0

雑収益 1

収益的収入及び支出

令和５年度筑西市農業集落排水事業会計予算実施計画明細書（税込み）

5

農業集落排水事業収益

消費税還付金及び
地方消費税還付金

（単位：千円）

節
説 明

本 年 度
予 定 額

款 ・ 項 目

収  　　 入

前 年 度
予 定 額

比 較

機能診断事業補助金

農業集落排水機能強化事業補助金

湖沼水質浄化農業集落排水接続支援事業費補助金
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支 　　  出

区 分 金 額

1 1,005,803 905,607 100,196

1 営業費用 955,763 850,205 105,558

1 管渠費 39,811 29,706 10,105

通信運搬費 291 電信電話料

委託料 495 管路清掃点検委託料

手数料 40 通報装置手数料

修繕費 4,070

保険料 99 下水道賠償責任保険料

動力費 27,936

材料費 880

路面復旧費 6,000

2 処理場費 367,271 252,413 114,858

備消品費 133

光熱水費 2,002 電気料 1,488

上下水道使用料 514

通信運搬費 928 電信電話料

委託料 176,350 日常管理委託料 5,936

処理施設維持管理委託料 131,995

電気設備保安業務委託料 2,532

消防用設備保守点検業務委託料 392

維持管理適正化計画策定委託料 23,000

機能診断調査委託料 12,000

機器点検委託料 495

手数料 677

修繕費 33,898

保険料 343 建物共済保険料

浄化槽法に基づく法定検査手数料

農業集落排水事業費用

款 ・ 項 目

（単位：千円）

比 較
節

説 明
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

支 　　  出

区分金額
款・項目

（単位：千円）

比較
節

説明
本年度
予定額

前年度
予定額

動力費152,940

3総係費80,77987,935△ 7,156

給料28,882

手当　16,816扶養手当120

通勤手当417

時間外勤務手当1,600

管理職手当1,284

期末・勤勉手当8,416

児童手当120

退職手当3,900

地域手当909

休日勤務手当50

賞与引当金繰入額4,000期末・勤勉手当

法定福利費8,277共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額700共済組合負担金

旅費20会議及び研修旅費

備消品費1,437

燃料費158車両用燃料費

印刷製本費353

通信運搬費1,360郵送料

委託料10,530消費税申告業務委託料451

企業会計システム保守委託料191

354

885

農業集落排水使用料管理システム保守委託料

農業集落排水使用料管理システム管理業務委託料
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支 　　  出

区分金額

11,005,803905,607100,196

1営業費用955,763850,205105,558

1管渠費39,81129,70610,105

通信運搬費291電信電話料

委託料495管路清掃点検委託料

手数料40通報装置手数料

修繕費4,070

保険料99下水道賠償責任保険料

動力費27,936

材料費880

路面復旧費6,000

2処理場費367,271252,413114,858

備消品費133

光熱水費2,002電気料1,488

上下水道使用料514

通信運搬費928電信電話料

委託料176,350日常管理委託料5,936

処理施設維持管理委託料131,995

電気設備保安業務委託料2,532

消防用設備保守点検業務委託料392

維持管理適正化計画策定委託料23,000

機能診断調査委託料12,000

機器点検委託料495

手数料677

修繕費33,898

保険料343建物共済保険料

浄化槽法に基づく法定検査手数料

農業集落排水事業費用

款・項目

（単位：千円）

比較
節

説明
本年度
予定額

前年度
予定額

支 　　  出

区 分 金 額
款 ・ 項 目

（単位：千円）

比 較
節

説 明
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

動力費 152,940

3 総係費 80,779 87,935 △ 7,156

給料 28,882

手当　 16,816 扶養手当 120

通勤手当 417

時間外勤務手当 1,600

管理職手当 1,284

期末・勤勉手当 8,416

児童手当 120

退職手当 3,900

地域手当 909

休日勤務手当 50

賞与引当金繰入額 4,000 期末・勤勉手当

法定福利費 8,277 共済組合負担金

法定福利費引当金繰入額 700 共済組合負担金

旅費 20 会議及び研修旅費

備消品費 1,437

燃料費 158 車両用燃料費

印刷製本費 353

通信運搬費 1,360 郵送料

委託料 10,530 消費税申告業務委託料 451

企業会計システム保守委託料 191

354

885

農業集落排水使用料管理システム保守委託料

農業集落排水使用料管理システム管理業務委託料
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支 　　  出

区 分 金 額
款 ・ 項 目

（単位：千円）

比 較
節

説 明
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

圧着はがき作成委託料 462

プリンタ保守管理委託料 80

管路台帳システムデータ更新委託料 7,579
企業会計システムサポート業務委託料 198

ADP接続変更業務委託料 110

料金システム改修委託料 220

手数料 1,665 使用料口座振替手数料 660

口座振替データ伝送処理手数料 462

資金移動・照会サービス手数料 286

コンビニ収納サービス手数料 207

金融機関窓口収納事務取扱手数料 14

例規集等追録代 33

車検用印紙代 3

賃借料 717

修繕費 326

負担金 121 県農業集落排水連絡協議会負担金 51

地域環境資源センター負担金 20

その他負担金 50

保険料 67 自動車損害保険料 32

自賠責保険料 35

公課費 10 自動車重量税

補助金 2,340

360

1,980

貸倒引当金繰入額 3,000 令和６年度分

湖沼水質浄化農業集落排水接続支援事業費補助金

企業会計システム機器賃借料

農業集落排水設備等整備費補助金

支 　　  出

区分金額
款・項目

（単位：千円）

比較
節

説明
本年度
予定額

前年度
予定額

4減価償却費455,902473,151△ 17,249

有形固定資産減価償却費455,902建物減価償却費21,327

構築物減価償却費373,594

機械及び装置減価償却費60,981

5資産減耗費12,0007,0005,000

固定資産除却費12,000

2営業外費用49,04054,402△ 5,362

1支払利息及び38,99044,352△ 5,362

企業債取扱諸費企業債利息38,990

2消費税及び10,00010,0000

地方消費税消費税及び地方消費税10,000

3雑支出50500

雑支出50過年度還付金

3予備費1,0001,0000

1予備費1,0001,0000

予備費1,000
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支 　　  出

区分金額
款・項目

（単位：千円）

比較
節

説明
本年度
予定額

前年度
予定額

圧着はがき作成委託料462

プリンタ保守管理委託料80

管路台帳システムデータ更新委託料7,579
企業会計システムサポート業務委託料198

ADP接続変更業務委託料110

料金システム改修委託料220

手数料1,665使用料口座振替手数料660

口座振替データ伝送処理手数料462

資金移動・照会サービス手数料286

コンビニ収納サービス手数料207

金融機関窓口収納事務取扱手数料14

例規集等追録代33

車検用印紙代3

賃借料717

修繕費326

負担金121県農業集落排水連絡協議会負担金51

地域環境資源センター負担金20

その他負担金50

保険料67自動車損害保険料32

自賠責保険料35

公課費10自動車重量税

補助金2,340

360

1,980

貸倒引当金繰入額3,000令和６年度分

湖沼水質浄化農業集落排水接続支援事業費補助金

企業会計システム機器賃借料

農業集落排水設備等整備費補助金

支 　　  出

区 分 金 額
款 ・ 項 目

（単位：千円）

比 較
節

説 明
本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

4 減価償却費 455,902 473,151 △ 17,249

有形固定資産減価償却費 455,902 建物減価償却費 21,327

構築物減価償却費 373,594

機械及び装置減価償却費 60,981

5 資産減耗費 12,000 7,000 5,000

固定資産除却費 12,000

2 営業外費用 49,040 54,402 △ 5,362

1 支払利息及び 38,990 44,352 △ 5,362

企業債取扱諸費 企業債利息 38,990

2 消費税及び 10,000 10,000 0

地方消費税 消費税及び地方消費税 10,000

3 雑支出 50 50 0

雑支出 50 過年度還付金

3 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000
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収  　　 入

区 分 金 額

1 資本的収入 172,461 184,940 △ 12,479

1 分担金及び 3,840 3,840 0

負担金 1 分担金 3,840 3,840 0

受益者分担金 3,840 新規加入分担金

2 県支出金 12,551 19,531 △ 6,980

1 県補助金 12,551 19,531 △ 6,980

農業集落排水事業交付金 12,551

3 他会計補助金 89,108 117,663 △ 28,555

1 他会計補助金 89,108 117,663 △ 28,555

一般会計補助金 89,108

4 他会計出資金 53,807 31,969 21,838

1 他会計出資金 53,807 31,969 21,838

一般会計出資金 53,807

5 繰入金 13,155 11,937 1,218

1 基金繰入金 13,155 11,937 1,218

基金繰入金 13,155 農業集落排水事業減債基金繰入金

農業集落排水事業推進交付金

資本的収入及び支出

款 ・ 項 目

（単位：千円）

説 明
前 年 度
予 定 額

比 較
節本 年 度

予 定 額

支 　　  出

区分金　　額

1資本的支出329,033309,61019,423
1建設改良費65,43042,83122,599

1職員給与費8,8138,084729
給料4,071
手当2,959扶養手当120

住居手当300
通勤手当72
時間外勤務手当400
期末・勤勉手当1,251
児童手当120
退職手当550
地域手当126
休日勤務手当20

賞与引当金繰入額500期末・勤勉手当
法定福利費1,183共済組合負担金
法定福利費引当金繰入額100共済組合負担金

2管路施設建設改良費10,9677,4653,502
工事請負費10,967

3処理場施設建設改良費45,65027,28218,368
工事請負費45,650

2企業債償還金250,022246,1863,836
1企業債償還金250,022246,1863,836

企業債元金250,022
3積立金12,58119,593△ 7,012

1積立金12,58119,593△ 7,012
積立金12,581

4予備費1,0001,0000
1予備費1,0001,0000

予備費1,000

農業集落排水事業減債基金等積立金

（単位：千円）

款・項目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　較
節

説明
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収  　　 入

区分金額

1資本的収入172,461184,940△ 12,479

1分担金及び3,8403,8400

負担金1分担金3,8403,8400

受益者分担金3,840新規加入分担金

2県支出金12,55119,531△ 6,980

1県補助金12,55119,531△ 6,980

農業集落排水事業交付金12,551

3他会計補助金89,108117,663△ 28,555

1他会計補助金89,108117,663△ 28,555

一般会計補助金89,108

4他会計出資金53,80731,96921,838

1他会計出資金53,80731,96921,838

一般会計出資金53,807

5繰入金13,15511,9371,218

1基金繰入金13,15511,9371,218

基金繰入金13,155農業集落排水事業減債基金繰入金

農業集落排水事業推進交付金

資本的収入及び支出

款・項目

（単位：千円）

説明
前年度
予定額

比較
節 本年度

予定額

支 　　  出

区 分 金　　額

1 資本的支出 329,033 309,610 19,423
1 建設改良費 65,430 42,831 22,599

1 職員給与費 8,813 8,084 729
給料 4,071
手当 2,959 扶養手当 120

住居手当 300
通勤手当 72
時間外勤務手当 400
期末・勤勉手当 1,251
児童手当 120
退職手当 550
地域手当 126
休日勤務手当 20

賞与引当金繰入額 500 期末・勤勉手当
法定福利費 1,183 共済組合負担金
法定福利費引当金繰入額 100 共済組合負担金

2 管路施設建設改良費 10,967 7,465 3,502
工事請負費 10,967

3 処理場施設建設改良費 45,650 27,282 18,368
工事請負費 45,650

2 企業債償還金 250,022 246,186 3,836
1 企業債償還金 250,022 246,186 3,836

企業債元金 250,022
3 積立金 12,581 19,593 △ 7,012

1 積立金 12,581 19,593 △ 7,012
積立金 12,581

4 予備費 1,000 1,000 0
1 予備費 1,000 1,000 0

予備費 1,000

農業集落排水事業減債基金等積立金

（単位：千円）

款 ・ 項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　　較
節

説 明
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